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研究成果の概要（和文）：本研究では英語授業で仕事における会議のシミュレーション的なディスカッションタスクを
大学生に課してそのタスク遂行中の相互行為を会話分析して彼等の実践的英語運用能力を検証した。データは３年間に
わたって学生間のグループディスカッションを合計約160時間ビデオ録画して収集された。分析の結果、タスクを通じ
て学生達は自らの相互行為能力を大いに発揮していたこと、ディスカッションタスクが実用的な英語能力を伸ばすのに
有益であること、文部科学省による英語教育改革の成果は現場、特に学生達の英語運用能力に反映され始めていること
、及び今回の研究法(会話分析)は第二言語の運用能力を検証するのに有益であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：Using the framework of Conversation Analysis, this study examined university stude
nts' interactional competence during discussion tasks that simulate real-world business negotiations. The 
data analyzed for this study came from approximately 160 hours of video-recorded English classroom interac
tion in small-group discussion tasks collected over three years. The analysis demonstrated that (a) the st
udents displayed their interactional competence in English through the deployment of various verbal and no
nverbal resources, (b) providing students with this kind of discussion task may create conditions for rout
inizing language use that can be applicable outside the classroom, (c) the MEXT policy has begun to be ref
lected in students' interactional competence, and (d) the Conversation Analysis method is crucial for eluc
idating the second language speakers' interactional competence as well as examining the degree of students
' actual implementation of the government's language policies.
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１．研究開始当初の背景 
経済・社会のグローバル化が進展する中，

国際的共通語としての「英語」のコミュニケ
ーション能力を身に付けることは必須であ
る。今日、国際的共通語「英語」を象徴する
ように、日本に本社を持つ大企業の中には会
社内の公用語を「英語」と定める企業がでて
きている。このような社会の動きを予測すべ
く文部科学省は平成 15 年に「英語が使える
日本人」の育成のための行動計画を掲げた。
この目標を達成すべく、中学、高等学校、大
学では様々な創意工夫が繰り返し行われ、実
践的コミュニケーション能力育成を目指し
て英語の授業の大半を英語で行ない生徒と
教員が英語でコミュニケーションを行うな
どの活動を積み重ねてきた。また、全国の公
立小学校においては、3 年生以上の「総合的
な学習の時間」の中で国際理解教育の一環と
して外国語を教えることが可能になった平
成 14 年度から 5，6年生を対象に事実上英語
が必修となった現在まで、コミュニケーショ
ンを中心とした英語活動の試行錯誤が日々
行われている（平成 16 年度～18 年度科学研
究費補助金「全国小学校における英会話活動
の実情観察研究」基盤研究Ｃ，課題番号
16520359 研究代表者：デビッド・アリン；
平成 20 年度～22 年度科学研究費補助金「小
学校英語活動の長期に渡る研究：児童とサポ
ーターの学習過程」基盤研究Ｃ、課題番号
20520554 研究代表者：細田由利）。平成 14
年度に小学校で英語学習を始めた児童は英
語教育改革の試みが進む中学校、高等学校を
経て、現在では大学生になっている。 
これらの背景を受けて、現在の大学生は文

部科学省の目標とする実践的英語運用能力
を身につけているのか、また、年ごとに英語
教育改革の効果は上がってきているのだろ
うか、さらには、大学生は大学の英語教育に
よって仕事で英語を使える能力を身につけ
ることができるのであろうか、の疑問が生じ
た。 
 
２．研究の目的 
平成 15 年に文部科学省により「英語が使

える日本人の育成のための行動計画」が打ち
出され、それ以降小学校、中学校、高等学校
において様々な英語教育改革がされてきた。
平成 15 年当時の小学校児童も本研究期間に
は大学生になっているが、大学生の「使える
英語」の能力は果たして向上しているのであ
ろうか。また、同行動計画によれば大学にお
いて学生は仕事で使える英語能力を身につ
けることを求められるが、大学での授業を通
して仕事で使えるような実用的英語能力を
伸ばすことが可能なのだろうか。 
そこで今回の研究プロジェクトでは、昨今

の文部科学省による英語教育改革の成果の
一面を確認するために首都圏の私立大学に
所属する大学生に注目し、彼等の実用的英語
運用能力を暫時的及び長期的に会話分析の

手法を用いて描写することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
今回の研究では大学において実践的コミ

ュニケーション（i.e., 仕事で使える英語）
の向上を目的とした英語授業を受ける大学
生約百名に焦点をあてた。大学生の英語コミ
ュニケーション能力を考察するには、彼等が
現在持つ能力を的確に描写する手段が必要
となる。そこで、本研究では人々の相互行為
能力（interactional competence）(Markee, 
2000; Young & Miller, 2004）を詳細に渡っ
て描写することを可能とする会話分析の手
法（e.g., Sacks, Schegloff, Sacks, 1974,）
を用いた。会話分析は元来、第一言語話者の
日常相互行為の秩序と慣例を考察するため
に使われた研究法であるが、現在では第二言
語話者の相互行為能力を観察するために頻
繁に使われており、研究代表者及び研究分担
者もこれまで日本語および英語の言語教室
内外の第二言語相互行為の数々を会話分析
してきた（e.g., Aline, 2010; Aline & Hosoda, 
2009a, 2009b; Hosoda, 2006, 2008, 2010; 
Hosoda & Aline, 2009, 2010a, 2010b, 2010c, 
2010d, 2010e,2010f）。今回はその経験を踏
まえ大学生の相互行為能力を暫時的及び長
期的に渡って検証した。 
具体的には下記の方法で研究を遂行した。 

(1) ３年間にわたって大学の英語授業（担当
教員は研究代表者および研究分担者）におい
て実用的英語能力を用いて行う学生同士の
グループディスカッションを合計約100時間
ビデオ録画・オーディオ録音した。 
(2) ビデオ録画・オーディオ録音されたデー
タの全てを観察し、興味深い部分を会話分析
研 究 に て 一 般 的 に 使 用 さ れ る 表 記 法
（Schegloff, 2007）に基づいて詳細に渡っ
て文字化した。 
(3) 文字化されたデータを元のビデオ・オー
ディオデータと照らし合わせながら会話分
析の立場から分析した。 
①大学生の現在持つ英語相互行為能力
（interactional competence）の描写：それ
ぞれの学生は、現在どのような相互行為能力
（interactional competence）を持っている
のか。        
②学生は、はたしてある一定期間の実用的な
英語コミュニケーション学習を通して仕事
に使えるような実用的英語能力を伸ばすこ
とができるのだろうか。彼等の能力ははたし
て「仕事で使える英語」のレベルに達するの
であろうか。 
③小学校、中学校、高等学校における英語教
育改革が進むにつれて年々大学に入学して
くる学生の英語相互行為能力に変化はある
のだろうか。つまり、文科省によって掲げら
れた「英語が使える日本人の育成のための行
動計画」は現場に反映され始めているのであ
ろうか。 
(4) 分析結果を基に、今日の英語教育改革の



実情を把握し、学生が大学を卒業するまでに
仕事で英語を使える能力を身につけるには
今後の英語教育をどうしていくべきなのか、
特に実用的英語能力を用いて行う学生同士
のグループディスカッションタスクの有益
性に焦点を当てて検討した。 
 
４．研究成果 
今回の研究では大学生の英語授業で仕事

における会議のシミュレーション的なディ
スカッションタスクを学生に課してそのタ
スク遂行中の相互行為を分析することによ
り彼等の実践的英語運用能力を検証した。分
析の結果、学生の相互行為能力、ディスカッ
ションタスクの有益性、文部科学省による英
語教育改革の成果、および今回の研究法（会
話分析）の有益性について以下のことが示唆
された。 
 
(1) 学生の相互行為能力 
①暫時的 
分析の結果、学生たちは自らが持ち合わせ

る相互行為能力を駆使して英語による協議
や討論をある一定の時間（40 分から 60 分）
持続して課されたタスクを英語で遂行する
能力を持ち合わせていることがわかった。そ
の中で、彼らは言語のみならず非言語や周囲
の音、物質資源まで駆使して自らを表現して
いる様子がうかがえた。 
よって、学生達は実践的な英語運用能力を

ディスカッションタスクの中で大いに発揮
できているようであった。 
②長期的 
数グループに焦点を合わせて英語運用能

力の変化を長期的に検証したところ、実践的
なディスカッションを１年間繰り返し行う
ことによってディスカッションへの参加意
欲や参加パターンに肯定的な変化が見られ
ることがわかった。 
 
(2) 英語教室におけるディスカッションタ
スクの有益性 
学生達はディスカッションのタスクとい

う作為的な文脈であっても、仮定の役柄にな
りきって実社会さながらの「仕事」の交渉な
どに取り組んでいた。また、その交渉の大半
を英語で行うことにより、英語の学習という
ことに志向を向け、学生同士互いに英語学習
の機会を創り出している様子がうかがえた。 
よって、仕事における会議のシミュレーシ

ョン的なディスカッションタスクを繰り返
し学生に課してある一定の時間協議や討論
を行わせることにより、実社会で役立つ実用
英語の使用を習慣化させることができる可
能性があり、このようなタスクの遂行は学生
が仕事で英語を使える能力を身につけるた
めには必要不可欠であることが示唆された。 
 
(3) 文部科学省による英語教育改革の成果 
今回の研究は教育現場の相互行為を詳細

に渡って検証することにより、政府の言語政
策が現場の教育でいかに実践されているか
を学生の相互行為能力の詳細にわたる分析
を通じて検証することができた。その結果、
文部科学省が平成 15 年に「英語が使える日
本人」の育成のための行動計画により推進し
た実践的コミュニケーション能力育成は現
在の大学生の実践的な英語運用能力に徐々
に反映され始めていることがわかった。 
よって、今回の研究結果から判断すると、

文部科学省による英語教育改革は一定の成
果を上げていると思われる。 
 
(4) 会話分析の手法の有益性 
今回の研究プロジェクトでは一貫して会

話分析の手法を用いた。これにより、学生の
相互行為能力を暫時的および長期的に細部
にわたって観察することができた。今回のこ
の研究法を用いることにより、その研究結果
は一つのタイプの言語教室のみならず、他の
多くの言語教室の文脈に応用できることが
示された。更に、言語教室内で行われた相互
行為のどのような部分が実社会に応用でき
るのか、そして言語教室相互行為のどのよう
な面が実社会でのコミュニケーションの訓
練として有益に成り得るのか、についても考
察ができた。 
また、政府の言語政策などの効果を検証す

る際に、その言語政策を実践する現場での相
互行為を観察することが必須であるが、会話
分析の手法はそのような相互行為観察に非
常にすぐれた観察法であるということも示
唆された。 
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